
１．

（1）

（2）

（3）

（4）

２．
（単位：円）

当期増加額 当期減少額 当期末残高

0 0 1,780,042,813
0 177,039,720 2,077,887,240

8,343,600 100,123,200
1,111,663 4,011,050 72,433,260
9,455,263 181,050,770 4,030,486,513

1,432,916 0 36,337,095
0 0 0

1,432,916 0 36,337,095
10,888,179 181,050,770 4,066,823,608

３． 基本財産及び特定資産の財源等の内訳
（単位：円）

うち指定正味財
産からの充当額

うち一般正味財
産からの充当額

うち負債に対応
する額

基本財産
1,603,542,813 176,500,000 0
2,077,887,240 0 0
100,123,200 0 0
59,516,678 12,916,582 0

3,841,069,931 189,416,582 0
特定資産

0 36,337,095 0
0 0 0
0 36,337,095 0

3,841,069,931 225,753,677 0

４． 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は，次のとおりである。
（単位：円）

金　　　額

2,285,060
2,285,060

５．
（単位：円）

減価償却累計額 当期末残高
154,665,694 72,433,260
2,757,878 2,075,122
10,972,684 10,701,153
40,333 80,667
591,480 78,120

６．

財務諸表に対する注記

合　　　　　　計

669,600

小　　　　計 4,030,486,513

科　　目 取得価額

助成準備引当預金

　　経常収益への振替額
減価償却費計上による振替額

36,337,095施設修理積立預金
0

内　　　　　　容

小　　　　計

固定資産の取得価額・減価償却累計額及び当期末残高

36,337,095
合　　　　計 4,066,823,608

100,123,200
2,077,887,240

基本財産積立預金

建 物

1,780,042,813

土 地

減価償却の方法は定率法によっている。

土地の評価基準及び評価方法

土 地
有 価 証 券

72,433,260

有 価 証 券

91,779,600

決算日の時価（路線価格）によっている。

2,254,926,960
基本財産積立預金 1,780,042,813

助成準備引当預金 0
34,904,179

34,904,179

特になし

227,098,954

21,673,837
4,833,000

建 物

什 器 備 品
構 築 物

重要な会計方針の変更

一 括 償 却 資 産 121,000
ソ フ ト ウ エ ア

施設修理積立預金

科　　目 当期末残高

小　　　　計
合　　　　計 4,236,986,199

75,332,647

特定資産

基本財産

決算日の市場価額等に基づく時価法によっている。

固定資産の減価償却の方法

科　　目 前期末残高

小　　　　計

有価証券の評価基準及び評価方法

建 物
4,202,082,020

重要な会計方針

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によつている。
消費税等の会計処理


